
下水道事業会計
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収入予算の概要 

【下水道事業会計】 

収益的収入 

款１                        下水道事業収益 項１ 営業収益 目１ 下水道使用料 節１ 下水道使用料   

令和 8年度当初予算額 １，６７０，９４９千円 令和 7年度当初予算額 １，５２４，１３２千円 令和 6年度決算額 １，５０７，４３８千円 

概要 市民生活によって生じる排水を衛生的に処理するための対価として、下水道使用料を使用者から徴収するものです。 担当課 上下水道経営課 

 

款１ 

款１ 

下水道事業収益 

下水道事業収益 

項１ 

項２ 

営業収益 

営業外収益 

目２ 

目２ 

雨水処理負担金 

他会計負担金 

節１ 

節１ 

雨水処理負担金 

一般会計負担金 

  

令和 8年度当初予算額 ２９６，８８４千円 令和 7年度当初予算額 ３２９，８８０千円 令和 6年度決算額 ４００，０００千円 

概要 

下水道事業に係る経費の負担区分に基づいて、一般会計から繰り入れるものです。 

 

〇雨水処理負担金 １９４，２３６千円 

 地方公営企業操出基準に基づく、雨水処理経費に対する一般会計からの負担金です。 

〇一般会計負担金 １０２，６４８千円 

 地方公営企業操出基準に基づく、雨水処理経費以外の経費に対する一般会計からの負担金です。 

 

 

担当課 上下水道経営課 

 

款１                         下水道事業収益 項２ 営業外収益 目３ 国庫補助金 節１ 国庫補助金   

令和 8年度当初予算額 ２８，４５０千円 令和 7年度当初予算額 ３６，５６０千円 令和 6年度決算額 ６，５００千円 

概要 

管路施設調査業務委託及び内水ハザードマップ作成業務委託を行うための防災・安全交付金です。国費率は、本事業に要

する費用の２分の１です。 

（補助対象事業） 

 ○公共下水道管路施設調査業務委託   １７，０００千円 

 〇内水浸水対策事業関連業務委託    １１，４５０千円 

担当課 下水道施設課 
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資本的収入 

款１ 資本的収入 項１ 企業債 目１ 企業債 節１ 企業債   

令和 8年度当初予算額 ４１１，５００千円 令和 7年度当初予算額 １６９，３００千円 令和 6年度決算額 ９４，７００千円 

概要 

建設事業に必要な資金を調達するために借り入れる長期借入金です。 

公共下水道整備事業債は、管路施設耐震化工事に伴う借入として２１６，０００千円、流域下水道整備事業債は、荒川右

岸流域下水道事業の建設負担金として埼玉県下水道局からの見込み額通知を基に、１９５，５００千円を計上しています。 

なお、令和８年度末の企業債残高見込額は３，６５４，３１９千円です。 

担当課 上下水道経営課 

 

款１                         資本的収入 項２ 国庫支出金 目１ 国庫補助金 節１ 国庫補助金   

令和 8年度当初予算額 ２５３，５５０千円 令和 7年度当初予算額 ４１，４５０千円 令和 6年度決算額 ４０，５００千円 

概要 

耐震化工事、管路施設耐震診断調査業務委託及び管路施設耐震化詳細設計業務委託を行うための防災・安全交付金です。

国費率は、本事業に要する費用の２分の１です。 

（補助対象事業） 

○耐震化工事 ２１２，５００千円 

○管路施設耐震診断調査業務委託 １９，７５０千円 

○管路施設耐震化詳細設計業務委託 ２１，３００千円 

担当課 下水道施設課 
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事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

（収益的収支） （業務予定量）

　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　60,100戸

下水道事業収益 2,474,825 4.6% 　年間総排水量　　　　　　　　　14,530,000㎥

(2,366,334) 　一日平均排水量　　　　　　　　　　39,808㎥

下水道事業費用 2,454,293 6.0%

(2,316,359) （主要事業）

　管路施設調査業務委託 50,897 267

（資本的収支） 　内水浸水対策事業関連業務委託 25,300 268

　管渠改築工事 270,710 269

資本的収入 665,052 215.6% 　耐震化工事 471,350 270

(210,752) 　管路施設耐震診断調査業務委託 43,857 271

資本的支出 1,707,379 43.9%

(1,186,650)

下水道施設課

令和８年度　掲載事業一覧（下水道事業会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費
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事業概要調書 

【下水道事業会計】        上下水道部 下水道施設課 

 

款 
下水道 

事業費用 
項 

営業

費用 
目 01 管渠費 新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

  なし 

 

 

事 業 名 管路施設調査業務委託 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

５０,８９７千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

３８,９４０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

４４,９４０千円 01 下水道事業

収益 

国庫補助金 

（防災・安全交付金） 

17,000 

令和 6年度決算 
事業費総額 

２４,６２９千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

① 事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）     

既存の下水道管路施設の状態を把握し、計画的かつ効果的な維持管理を実現す

るため、点検・調査を実施します。これにより、不良箇所の異常程度をランク付

けし、優先順位を明確化ができ、緊急対応の必要性や周辺への影響度を考慮した

計画的な対策が可能となり、効率的な維持管理体制を構築できます。 

業 務 名 内  容 

公共下水道管路施設調査業務委託 

(下水道ストックマネジメント計画) 

テレビカメラ調査   

汚水 Ｌ＝9,243.33ｍ 

汚水管渠調査業務委託 

（雨天時浸入水対策計画） 

テレビカメラ調査   

汚水 Ｌ＝2,119.63ｍ 

 

② 他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

  他の自治体においても、同様の事業を行っています。 

 

 

計 17,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

 

 

 

 

 

－ 管路施設調査業務委託 50,897 

計 50,897 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

  なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】        上下水道部 下水道施設課 

 

款 
下水道 

事業費用 
項 

営業

費用 
目 01 管渠費 新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

  なし 

 

 

事 業 名 内水浸水対策事業関連業務委託 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

２５，３００千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

６４，９００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 下水道事業

収益 

国庫補助金 

（防災・安全交付金） 

11,450 

令和 6年度決算 
事業費総額 

０千円 

根 拠 法 令 等 水防法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）     

令和 7年度に作成の内水浸水想定区域図を活用し、水防法に基づく内水ハザー

ドマップを作成・印刷するものです。 

平常時の防災意識の向上と、浸水発生時の円滑な避難行動につなげることを目

的として、下水道等の排水能力を超える大雨時に浸水が想定される区域や、避難

場所、避難情報の伝達方法などを地図上に分かりやすく示します。 

業 務 名 内  容 

内水ハザードマップ作成業務委託 マップ作成 

内水ハザードマップ印刷業務委託 印刷製本 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

  他の自治体においても、同様の事業を行っています。 

 

計 11,450 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

 

 

 

 

 

－ 内水ハザードマップ作成業務委

託 

内水ハザードマップ印刷業務委

託 

14,410 

 

10,890 

計 25,300 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

  なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】        上下水道部 下水道施設課 

款 
資本的 

支出 
項 

建設 

改良費 
目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

  なし 

 

 

事 業 名 管渠改築工事 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

２７０，７１０千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

１７６，４６８千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

１８５，２６８千円     

令和 6年度決算 
事業費総額 

１３８，５０７千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道管路施設の適切な維持管理を図るため、老朽化した管渠及びマンホー

ル等の改築工事（更生工事や布設替工事）を実施します。これにより、施設の

異常や破損を未然に防ぎ、地下水の浸入抑制や道路陥没等のリスク低減が図ら

れるとともに、長期的な維持管理費の負担軽減につながります。 

工 事 名 内  容 

入間ビレッジ内汚水管渠更生工事 管渠更生 Ｌ＝300ｍ 

市道 A200号線外 11路線汚水管渠更生工事 管渠更生 Ｌ＝2,000ｍ 

下山団地内汚水取付管布設替工事（第二工区） 取付管布設替 90箇所 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

  他の自治体においても、同様の工事を行っています。 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 - 管渠改築工事 270,710 

計 270,710 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

  なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】        上下水道部 下水道施設課 

款 
資本的 

支出 
項 

建設 

改良費 
目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

  なし 

 

 

事 業 名 耐震化工事 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

４７１，３５０千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

７９，３１０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 資本的収入 国庫補助金 

（防災・安全交付金） 

212,500 

令和 6年度決算 
事業費総額 

９４，３０１千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

① 事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

「下水道総合地震対策計画」に基づき、耐震診断調査をした結果、耐震対策が

必要と判定された重要な下水道管路施設について耐震化工事を実施し、地震時に

おける下水道機能の確保と被害の軽減を図ります。 

工 事 名 内  容 

公共下水道管路施設耐震化工事（Ｒ８－１） 

不老川雨水第 18号幹線  

Box3000×3000 L=55.38ｍ 

特殊ﾏﾝﾎｰﾙ 2箇所（耐震化） 

公共下水道管路施設耐震化工事（Ｒ８－２） 
霞川汚水第１号幹線 

２号ﾏﾝﾎｰﾙ 5箇所（耐震化） 

公共下水道管路施設耐震化工事（Ｒ８－３） 

不老川汚水第１号幹線 

管渠φ1000㎜ L=81.45ｍ 

３号ﾏﾝﾎｰﾙ 2箇所（耐震化） 

 

② 他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

他の自治体においても、同様の工事を行っています。 

 

計 212,500 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 

 

 

 

 

 

- 耐震化工事 471,350 

計 471,350 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

  なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】        上下水道部 下水道施設課 

 

款 
資本的 

支出 
項 

建設 

改良費 
目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

  なし 

 

 

事 業 名 管路施設耐震診断調査業務委託 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

４３，８５７千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

３４，５０７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 資本的収入 国庫補助金 

（防災・安全交付金） 

19,750 

令和 6年度決算 
事業費総額 

２０，４６０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

「下水道総合地震対策計画」に基づき、緊急輸送路や避難路、軌道下や河川の

下等に埋設された重要な下水道管路施設を対象に、地震時における耐震性能を評

価し、必要な耐震対策の有無や優先度を把握するための診断調査を行います。 

業 務 名 内  容 

公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）

業務委託（Ｒ８－１） 

診断調査 

汚水Ｌ＝4,144.80ｍ 

公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）

業務委託（Ｒ８－２） 

診断調査 

 汚水Ｌ＝4,724.67ｍ 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の事業を行っています。 

 

 

 

計 19,750 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

02 

 

 

 

 

 

- 管路施設耐震診断調査業務委託 43,857 

計 43,857 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

  なし 


